
 

 

 

 

 

 

 

 

◆骨太方針にも明記された副業・兼業の促進 

政府がまとめた「経済財政運営と改革の基本方針 2019」（骨太方針）

にも、副業・兼業の促進に関して、労働時間の把握・通算に関する現

行制度の適切な見直しについて明記されています。副業・兼業が珍し

いものでなくなる時代が、すぐそこまで来ているようです。 

いくつかの調査結果から、企業側・従業員側の現状・意向が垣間見ら

れます。 

◆従業員側の現状・意向 

2019 年度の新入社員は、会社に副業制度があった場合、64.0％が利用

したいまたはどちらかといえば利用したいと考えているようです（産

業能率大学総合研究所「2019年度新入社員の会社生活調査」）。 

また、有職者の 58.1％が、副業をしている・したいとの調査結果もあ

ります（インテージリサーチ「副業に関する意識調査」）。なお、この

調査はアンケートモニターやネットオークション等のどちらかという

と軽い副業も含まれているようです。具体的に副業や副収入を得るこ

とを意識した活動を実際にしている人が約 19％、今後してみたいと思

っている人が約 40％ですので、まだそれほど実際に副業をしている人

は少ないようです。 

◆企業側の現状・意向 

一方、副業制度の導入状況は、約８割の企業が未導入だとしています。

制度のある企業でも利用率が 50％以下となっている企業が９割を占め

るようです（産業能率大学「2019年中小企業の経営施策」）。現状では、

人材不足で本業で手一杯というところでしょうか。また、別の調査（パ

ーソル総合研究所「副業実態・意識調査結果（企業編）」）では、副業

を認めている企業（条件付きを含む）も、全面禁止としている企業も

それぞれ 50％となっています。副業を許可している企業でも、ここ３

年以内に許可を開始した企業が 52％となっており、副業許可の動きが

増加傾向にあることがわかります。さらに、副業を全面許可した企業

では、条件付きでの許可よりも会社へのロイヤリティ、本業のパフォ

ーマンスが高まることがわかり、メリットは大きいとしています。 

そうしたメリットは、会社による副業時間の把握、副業のやり方等に

ついてのアドバイス、社内ツールを使用した全社への共有を行うこと

で効果が高まるという結果が出ており、従業員任せではなく、企業が

積極的に対策を行い、副業をバックアップすることが重要なようです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

厚生労働省は２３日、会社員が個人型確定拠出年金「ｉＤｅＣｏ（イ

デコ）」に希望すれば簡単に 入れるよう、制約を緩める方向で検討に

入った。公的年金の給付水準が低下していく中、老後の資産 形成をし

やすくする狙い。社会保障審議会（厚労相の諮問機関）の部会で議論

を始めた。 

運用結果に応じた年金を受け取る確定拠出年金は、掛け金を会社側が

出す「企業型」と、一人一人 が支払う「個人型」のイデコがある。 

現状は企業型に入る会社員がイデコを併用する場合、企業型の掛け金

を引き下げるルールがあり、労使合意も必要となる。 

企業型の１人当たりの掛け金は月額上限５万５千円。月額上限２万円

のイデコを併用する場合、企業型の上限を３万５千円に引き下げ、両

方を合わせた上限を５万５千円にしなければならない。 

そのため会社員がイデコに加入したくても企業が上限を引き下げなけ

れば入れず、イデコ併用が進んでいない一因となっている。企業型は、

多くの会社で昇格や昇給に伴って掛け金が増える仕組みのため、上限

を５万５千円から下げることになれば社内の反対も予想され、労使合

意が得にくい面もある。 

厚労省が検討する新しい仕組みは、イデコを併用しても企業型の月額

上限を引き下げず、合計５万５千円の枠内で企業型とイデコの拠出額

を一人一人調整できるようにする。労使合意も不要とする。 

確定拠出年金は私的年金と呼ばれ、加入義務がある国民年金や厚生年

金の公的年金に上乗せできるほか、イデコは運用益が非課税。 

企業型の加入者が約７１６万人なのに対しイデコは約１２８万人に 

とどまる。 
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会社員もイデコ加入簡単に 

     個人型年金、制約 を緩和 

副業制度をどうしますか？ 

業務内容 
労働・社会保険の書類作成及び提出代行 

給与計算サービス（月次・賞与・年末調整） 

労使間トラブルの相談 

就業規則等の人事制度構築 

個別年金相談（老齢・障害・遺族） 

各種助成金の紹介、書類作成、提出代行 

 


